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貿易保険の保険料率等に関する規程 

平成16年７月２日 04-制度-00034 

沿 革 （略） 

平成26年12月19日 一部改正 

貿易保険の保険料率等に関する規程 

平成16年７月２日 04-制度-00034 

沿 革 （略） 

 

独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」とい

う。）における貿易保険の保険料率等を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 用語の定義 （略） 

独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」とい

う。）における貿易保険の保険料率等を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 用語の定義 （略） 

 

Ⅱ 保険料率 

［１］貿易一般保険約款（以下［１］において「約款」という。）

に係る保険料率 

１ ～ ６ （略） 

Ⅱ 保険料率 

［１］貿易一般保険約款（以下［１］において「約款」という。）

に係る保険料率 

１ ～ ６ （略） 

 

７ 貿易一般保険付加保険特約に係る保険価額当たりの保険料

率 

(1) ～ (3) （略） 

(4) プラント等増加費用に係る貿易一般保険の取扱について

（平成 26 年 12 月 19 日 14‐制度‐00223）に規定する特約

（以下「プラント等増加費用特約」という。）を付して保険契

約を締結する場合の当該特約に係る保険料率 

保険料率(％)＝（ａＸ＋ｂ）×0.2×付保率 

(ⅰ) 係数ａ及びｂは、上記２(1)③の表における船後危険

の係数ａ及びｂとする。 

(ⅱ) Ｘは、対象工事開始予定日から起算した対象工事終

了予定日までの日数（当該日数が 30日未満の場合にあっ

ては 30日）とする。 

７ 貿易一般保険付加保険特約に係る保険価額当たりの保険料

率 

(1) ～ (3) （略） 

 

 

８ 上記１から５まで及び７に規定する各係数表における国カ

テゴリー 

(1) ～(8) （略） 

８ 上記１から５まで及び７に規定する各係数表における国カ

テゴリー 

(1) ～(8) （略） 
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(9) プラント等増加費用特約に係る場合の保険料率の算出に

当たっては、仕向国の国カテゴリーを適用する。 

 

［２］ ～ ［１０］ （略） ［２］ ～ ［１０］ （略）  

Ⅲ その他 （略） 

 

附 則 

この改正は、平成 27 年１月５日から実施するものとする。 

 

Ⅲ その他 （略） 

 

 

別表第１ 

 

企業総合特約書に基づく信用事由に係る係数ｃ（小数点以下

第４位を四捨五入し、小数点以下第３位までを有効とする。）

は、次の１及び２に規定する係数を乗じて得た数値とする。 

１ 信用事由に係る保険金支払限度額に関する割増係数は、Ｉ

ＬＣにより決済される輸出契約等若しくは政府開発援助契

約等又は代金等の支払人が開始日等においてＧＳ格、ＧＡ

格、ＧＥ格、ＳＡ格、ＥＥ格、ＥＡ格若しくはＰＵ格の輸出

契約等にあっては、1.00とし、代金等の支払人が開始日等に

おいてＥＭ格又はＥＦ格の輸出契約等にあっては、次のとお

りとする。 

(1) 企業総合保険特約書第５条第２号に規定する信用事由

に係る保険金支払限度額（以下「支払限度額」という。）

を開始日等においてＥＭ格又はＥＦ格の者について設定

する場合（貿易一般保険運用規程（平成 13年４月１日 01

‐制度‐00034）第 61条第２項ただし書きに定める支払限

度額の変更又は同条第３項に定める支払限度額の増額及

び同条第４項に定める支払限度額の減額を含む）であっ

て、設定する当該支払限度額が貿易一般保険運用規程第 60

条第２項に規定する暫定限度額に 2.0を乗じて得た額を超

える場合は、次の式により算定した係数とする。ただし、

1.450（小数点以下第３位までを有効とする。）を上限と

別表第１ 

 

企業総合特約書に基づく信用事由に係る係数ｃ（小数点以下

第４位を四捨五入し、小数点以下第３位までを有効とする。）

は、次の１及び２に規定する係数を乗じて得た数値とする。 

１ 信用事由に係る保険金支払限度額に関する割増係数は、Ｉ

ＬＣにより決済される輸出契約等若しくは政府開発援助契

約等又は代金等の支払人が開始日等においてＧＳ格、ＧＡ

格、ＧＥ格、ＳＡ格、ＥＥ格、ＥＡ格若しくはＰＵ格の輸出

契約等にあっては、1.00とし、代金等の支払人が開始日等に

おいてＥＭ格又はＥＦ格の輸出契約等にあっては、次のとお

りとする。 

(1) 企業総合保険特約書第５条第２号に規定する信用事由

に係る保険金支払限度額（以下「支払限度額」という。）

を開始日等においてＥＭ格又はＥＦ格の者について設定

する場合（貿易一般保険運用規程（平成 13年４月１日 01

‐制度‐00034）第 60条第２項ただし書きに定める支払限

度額の変更又は同条第３項に定める支払限度額の増額及

び同条第４項に定める支払限度額の減額を含む）であっ

て、設定する当該支払限度額が貿易一般保険運用規程第 59

条第２項に規定する暫定限度額に 2.0を乗じて得た額を超

える場合は、次の式により算定した係数とする。ただし、

1.450（小数点以下第３位までを有効とする。）を上限と
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する。 

（支払限度額÷暫定限度額－１）×0.05＋１ 

注：（ ）内の数値は、小数点以下第２位を切り上げ

第１位までを有効とする。 

(2) 貿易一般保険運用規程第 60条第４項１号又は第２号に

該当する場合に支払限度額を設定するときには 1.450。た

だし、企業総合特約書第２条第１項の規定により、新たに

登録される輸出契約等の相手方（企業総合特約書第２条第

２項の規定により登録を削除して２年を経過していない

ものを除く。）を除く。 

(3) 上記(1)及び(2)以外の場合は 1.00 

２ （略） 

する。 

（支払限度額÷暫定限度額－１）×0.05＋１ 

注：（ ）内の数値は、小数点以下第２位を切り上げ

第１位までを有効とする。 

(2) 貿易一般保険運用規程第 59条第４項１号又は第２号に

該当する場合に支払限度額を設定するときには 1.450。た

だし、企業総合特約書第２条第１項の規定により、新たに

登録される輸出契約等の相手方（企業総合特約書第２条第

２項の規定により登録を削除して２年を経過していない

ものを除く。）を除く。 

(3) 上記(1)及び(2)以外の場合は 1.00 

２ （略） 
別表第２ ～ 別表第６（略） 別表第２ ～ 別表第６（略）  

 


